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別添（別記様式第２号） 

浜の活力再生広域プラン 

令和５～９年度 

（第２期） 

 

１ 広域水産業再生委員会 

組織名 蒲郡広域水産業再生委員会 

代表者名 尾﨑 久儀（蒲郡漁業協同組合 代表理事組合長） 

 

再生委員会の

構成員 

・蒲郡地区地域水産業再生委員会（蒲郡漁業協同組合、蒲郡市、

愛知県東三河農林水産事務所） 

・三谷地区地域水産業再生委員会（三谷漁業協同組合、蒲郡市、

愛知県東三河農林水産事務所） 

・愛知県漁業協同組合連合会 

オブザーバー ・愛知県（農業水産局水産課） 

 

対

象

と

な

る

地

域

の

範

囲

及

び

漁

業

の

種

類 

愛知県蒲郡市（蒲郡漁協及び三谷漁協の地区）   

 経営体数61（正組合員数 125人）   

            令和3年11月現在（蒲郡市調べ） 

蒲郡漁協西浦支所及び三谷漁協は兼業を含む。 

漁協名 

（支所名） 

漁業の種類（延べ経営体数） 

沖合底

びき網 

小型底

びき網 

船びき

網 

小型定

置網 
はえ縄 採貝 その他 総数 

蒲郡 

（西浦） 
2 13 1 2    11 28 

蒲郡 

（形原） 
2 8    1   5 16 

蒲郡 

（竹島） 
          8   8 

三谷  1 7   9 8 9 
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２ 地域の現状 

（１）地域の水産業を取り巻く現状等 

蒲郡広域水産業再生委員会（以下「再生委員会」）がある蒲郡市は、愛知県

の南東部、三河湾に面する人口約8万人、面積約57㎢の都市である。水産業は、

小型底びき網漁業を中心に沖合底びき網漁業、船びき網漁業、採貝漁業など

様々な漁業が営まれており、メヒカリ、ニギス、アカザエビなどの深海魚やイ

ワシ類、カレイ類、タイ類、ガザミ、タコ類、アサリなどを中心に、様々な水

産物が水揚げされる地域である。また、地域前面に広がる干潟域では潮干狩り

が盛んであり、多くの観光客が訪れている。 

令和2年の漁業生産量は約3,621t、生産額は約12億2千万円であり、小型機船

底びき網漁業と沖合底びき網漁業で市内生産額の8割以上を占め、内湾性の魚

種から深海魚など特色ある水産物が多く水揚げされている。なお、近年の海水

温の上昇や海域における栄養塩類減少、漁場環境の悪化に伴う資源の減少や魚

価の低迷、燃料及び資材の高騰、後継者不足などの影響により漁業経営は厳し

い状況が継続している。また、アサリ資源の減少に伴い、潮干狩り場の入場者

数が減少しているため、漁協の主な収入源の一つである潮干狩り収入は大幅に

悪化している。 

当地区の漁業協同組合（以下「漁協」）は、かつては形原、西浦、竹島、三

谷の4組合であったが、組合員数の減少や漁協の経営基盤強化のため、平成18

年、形原漁協、西浦漁協、竹島漁協の合併により、現在は蒲郡漁協、三谷漁協

の2漁協となっている。 

平成26年に設立された蒲郡漁協の地域を対象とした「蒲郡地区地域水産業再

生委員会」では、平成28年度から浜の活力再生プランに基づき、沖合底びき網

の漁獲物である深海魚を中心としたブランド化を推進し、地産地消による学校

給食や地元料理店での消費拡大に向けた取組を進めるとともに、令和2年度に

は漁業生産性の向上や単価向上を目的に製氷・貯氷施設を整備し、三谷漁協地

域も含めた広域的な機能再編に取り組んでいる。さらに、漁協運営の効率化の

ために蒲郡漁協各支所において水揚げデータや会計情報を一元的に管理する

新たなシステムの導入が検討された。 

また、蒲郡漁協及び三谷漁協などで構成される「蒲郡市漁場環境保全協議会」

が、藻場造成、漁場耕耘、害敵生物の駆除や被覆網による資源保護等の干潟保

全活動を実施している。 

近年は、市内及びその周辺における造船所等の廃業が相次ぎ、漁船上架施設

が不足し、漁船の定期的な点検整備や機器故障時の修理、省エネ等を目的とし

た船底塗装の実施等に時間を要し、支障が生じていることから、共同利用施設

としての上架施設の整備及び運用を検討している。 
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（２）その他の関連する現状等 

 蒲郡市は観光地として有名であり、三河湾沿岸に広がる干潟域や蒲郡沖の

三河大島における潮干狩りを始め、地元で水揚された様々な魚介類を鑑賞で

きる竹島水族館、地元水産物を使った食事の提供や水産物の販売を行うラグ

ーナテンボス内のフェスティバルマーケットといったような水産に関連する

観光施設が複数存在する。しかし、観光者数は平成30年の679万人に対し令和

2年は314万人と大きく減少している。 

現在、名古屋圏及び豊橋・静岡県方面からのアクセス向上のため、令和6年

度の開通に向けて国道23号線バイパス工事が実施されている。今後は、市内

への集客力を高めるため、沿岸から沖合まで多種多様な水産物が産出される

地域の特色を活かしたPR活動が必要である。 

 

３ 競争力強化の取組方針 

（１）機能再編・地域活性化に関する基本方針 

① 前期の浜の活力再生広域プランの評価（成果及び課題等） 

 

 

② 今期の浜の活力再生広域プランの基本方針 

蒲郡広域水産業再生委員会を構成する蒲郡地区及び三谷地区において、下記

について連携して取り組むことにより、地域水産業の活性化を推進する。 

 

Ⅰ．生産量を増やす取組 

(1)資源管理計画を資源管理協定に移行させて、休漁や操業期間制限を引き続

き着実に実行することにより、マアナゴ、シャコ等の資源回復を図る。 

(2)ガザミ及びナマコの種苗放流を継続するとともに、漁獲された抱卵ガザミ

の保護に取り組み、資源の維持増大を図る。 

(3) 魚介類の産卵・育成場となるアマモ場造成・保全に引き続き取り組み、資

源の維持増大を図る。 

(4) アサリは、豊川河口域で発生する稚貝の移植や、害敵生物の駆除等漁場の

適切な管理に取り組み資源回復を図る。 

 

Ⅱ．付加価値向上を図る取組 

(1)海水殺菌装置及びシルクアイス装置の実証船以外の漁船への導入を検討、

推進する。 

 



4 
 

Ⅲ．売り先・売り方を工夫する取組 

(1)身が大粒でやわらかいと評判の竹島産アサリ、三河大島産アサリについ

て、イベント参加やウェブ掲載等によりPRを行い、蒲郡市のアサリと潮干狩

りの認知度向上を図る。また、蒲郡市が主催する水産まつりに参画し、市内

に水揚げされる水産物のPRを図る。 

(2)家族連れや若齢層が集まる販売施設（ラグーナテンボス等）及びホテル等

の観光業者や地元飲食店に、地元水産物の積極的な使用を働きかけ、認知

度向上と消費拡大を図る。  

 

Ⅳ．生産体制等の強化・効率化 

(1) 令和２年度に形原漁港に製氷・貯氷施設を整備したことにより、確立され

た２施設で蒲郡地区の給氷を確保する体制が確立されたので、今後は製氷・

貯氷施設の適切な運用及び管理により強化を図り、引き続き円滑な漁業操業

に資する。  

(2) 組合合併等の組織再編を推進するため、三谷漁協は経営状況の分析・把握

による経営改善を図るとともに、蒲郡漁協と三谷漁協は合併に向けた勉強会

の開催や合併計画を検討する。 

 

 

（２）中核的担い手の育成に関する基本方針 

① 前期の浜の活力再生広域プランの評価（成果及び課題等） 

 

 

② 今期の浜の活力再生広域プランの基本方針 

Ⅴ．担い手の確保 

(1)新規就業者においては、継続的に漁業に従事できるよう、収入の不安定な 

就業開始時に市が実施する農漁業者の新規就業者奨励金を活用することが

できる。蒲郡漁協及び三谷漁協は、新規就業者に適切に支援制度の情報提

供を行い、生活環境のサポートや就労環境の改善に努める。 

(2)蒲郡漁協及び三谷漁協、両漁協に所属する漁業者は、経営体育成総合支援

事業や蒲郡市新規漁業就業者支援事業（漁協の研修経費や、漁業者等の研

修用漁船への改造経費への補助）を活用することで、漁業後継者及び新規

就業者の定着を図る。 

 

Ⅵ．担い手の育成 
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(1)蒲郡漁協及び三谷漁協は、新規就業者の漁業技術向上のため、漁業士の活

用や漁協青年部などとの交流を積極的に進め、地域ぐるみで新規就業者の

サポートに努める。 

(2)漁業後継者や中堅漁業者は、技術向上のため県や漁連などが開催する研修

会に参加し、異業種または地域間の交流を活発化することにより、効率的

な漁業経営に関する知識の習得に努める。 

(3)中核的漁業者において、船齢の高い漁船の所有者で代船取得等を希望する 

者については、水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業の活用による代船

取得を進め、漁業経営の効率化に取り組む。 

(4)競争力強化型機器等導入緊急対策事業による新たな機器の導入による漁業

経営の効率化や、市の補助事業である船底塗装対策事業の活用により燃油

費用の削減に取り組む。 

(5)以上、基本方針に従い将来にわたり意欲的に漁業に従事しようとする者    

を中核的担い手と位置付け、「中核的漁業者」として再生委員会で認定す

る。 

 

（３）資源管理に係る取組 

愛知県漁業調整規則第11条（漁船の総トン数及び馬力数の制限）  

愛知県漁業調整規則第13条（漁具の制限） 

愛知県漁業調整規則第37条（禁止期間、全長等の制限、禁止区域） 

 

○資源管理計画（順次、協定に移行予定） 

愛知県ぱっち網漁業者組合イカナゴ（操業期間制限） 

愛知県ぱっち網漁業者組合イワシ類（定期休漁） 

蒲郡漁協西浦支所小型機船底びき網（えびけた網）漁業（定期休漁） 

蒲郡漁協形原支所小型機船底びき網（えびけた網）漁業（定期休漁） 

蒲郡漁協形原支所小型機船底びき網（渥美外海板びき網及び改良備前網）漁

業（休漁） 

伊勢湾海域における小型機船底びき網（まめ板網）漁業（定期休漁） 

三谷漁業協同組合小型機船底びき網（渥美外海板びき網）漁業（休漁） 

蒲郡漁協西浦支所小型機船底びき網（渥美外海板びき網及び改良備前網）漁

業（休漁） 

 

 

（４）具体的な取組内容（年度ごとに数値目標とともに記載） 

１年目（令和５年度） 
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取組内容 【Ⅰ．生産量を増やす取組】 

(1) 資源管理計画を資源管理協定に移行させるとともに、休漁

や操業期間制限に着実に取り組む。 

(2)ガザミ及びナマコの種苗放流、漁獲された抱卵ガザミの保

護に取り組み、資源の維持増大を図る。 

(3)前年の取組結果の評価に基づき協議会で決定した取組内容

によりアマモ場造成・保全に取り組む。 

(4) 豊川河口域で発生するアサリ稚貝の移植や、害敵生物の駆

除等漁場の適切な管理に取り組む。 

 

【Ⅱ．付加価値向上を図る取組】 

(1) 海水殺菌装置及びシルクアイス装置の実証船以外への導入

の可否を検討する。漁協は機器導入者の増加を図る。 

 

【Ⅲ．売り先・売り方を工夫する取組】 

(1) ２漁協は、竹島産アサリ、三河大島産アサリについて、イ

ベント参加やウェブ掲載等による PRに取り組み、蒲郡市の

アサリと潮干狩りの認知度向上を図る。 

(2) ２漁協は、ラグーナテンボスやホテル等の観光業者、地元

飲食店へ地魚利用を促す方法を検討する。 

 

【Ⅳ．生産体制の強化・効率化】 

(1) ２漁協は、蒲郡地区の２つの製氷施設を適切に運用・管理

して給氷を確保する体制を維持し、漁業活動の効率化、操業

機会の確保、魚価向上による競争力の強化を図る。 

(2) 三谷漁協は経営状況を分析・把握し、経営改善に取り組

む。 

 

【Ⅴ．担い手の確保】 

(1) ２漁協は、新規就業者に適切に支援制度の情報提供を行

い、生活環境のサポートや就労環境の改善を図る。 

(2) ２漁協は、経営体育成総合支援事業や蒲郡市新規漁業就業

者支援事業を活用し、積極的に新規就業者の定着を図る。  

 

【Ⅵ．担い手の育成】 

(1) ２漁協は、新規就業者の漁業技術の向上のため、漁業士の
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活用や漁協青年部などとの交流を積極的に進め、地域で新規

就業者のサポートに努める。 

(2) ２漁協は、愛知県漁連、愛知県及び蒲郡市と協力して、漁

業者が研究活動の成果を報告する水産研究活動報告会や、藻

類貝類の増養殖に関する研修会等に、漁業者を参加させ、担

い手の知識向上に努める。 

(3) 漁船取得時の初期投資を低減するため、中核的漁業者は漁

船リース事業を活用し、漁業経営の効率化に取り組む。２漁

協は当事業の活用について指導する。 

(4) 漁業者は、漁業近代化資金や競争力強化型機器等導入緊急

対策事業等を活用した機器導入や船底塗装対策事業を活用し

た漁船の適切なメンテナンスにより燃油使用量の削減に取り

組む。 

(5) 広域水産業再生委員会は中核的漁業者を選定、認定する。 

 

活用する支

援措置等 
・水産まつり委託料（蒲郡市）（Ⅲ-(1)） 

・漁業近代化資金（愛知県)（Ⅳ-(3)、(4)） 

・水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（Ⅵ-(3)、(4)） 

・競争力強化型機器等導入緊急対策事業（Ⅳ-(3)、(4)） 

・漁業生産力強化総合対策事業（愛知県)（Ⅳ-(1)） 

・経営体育成総合支援事業（Ⅴ-(1)、(2)） 

・蒲郡市新規漁業就業者支援事業（蒲郡市）（Ⅴ-(2)） 

 

２年目（令和６年度） 

取組内容 【Ⅰ．生産量を増やす取組】 

(1) 資源管理協定に基づき、休漁や操業期間制限に着実に取り

組む。 

(2) ガザミ及びナマコの種苗放流、漁獲された抱卵ガザミの保

護に取り組み、資源の維持増大を図る。 

(3) 前年の取組結果の評価に基づき協議会で決定した取組内容

によりアマモ場造成・保全に取り組む 

(4) 豊川河口域で発生するアサリ稚貝の移植や、害敵生物の駆

除等漁場の適切な管理に取り組む。 

 

【Ⅱ．付加価値向上を図る取組】 
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(1) 海水殺菌装置及びシルクアイス装置の実証船以外への導入

の可否を検討する。漁協は機器導入者の増加を図る。 

 

【Ⅲ．売り先・売り方を工夫する取組】 

(1) 竹島産アサリ、三河大島産アサリについて、イベント参加

やウェブ掲載等による PRに取り組み、蒲郡市のアサリと潮

干狩りの認知度向上を図る。 

(2) ２漁協は、ラグーナテンボスやホテル等の観光業者、地元

飲食店へ地魚の積極的な利用を働きかけ、販路拡大に取り組

む。 

 

【Ⅳ．生産体制の強化・効率化】 

(1) ２漁協は、蒲郡地区の２つの製氷施設を適切に運用・管理

して給氷を確保する体制を維持し、漁業活動の効率化、操業

機会の確保、魚価向上による競争力の強化を図る。 

(2) 三谷漁協は経営状況を分析・把握し、経営改善に取り組

む。２漁協は合併に向けた認識、問題点を共有するため勉強

会等を開催する。 

 

【Ⅴ．担い手の確保】 

(1) ２漁協は、新規就業者に適切に支援制度の情報提供を行

い、生活環境のサポートや就労環境の改善を図る。 

(2) ２漁協は、経営体育成総合支援事業や蒲郡市新規漁業就業

者支援事業を活用し、積極的に新規就業者の定着を図る。  

 

【Ⅵ．担い手の育成】 

(1) ２漁協は、新規就業者の漁業技術の向上のため、漁業士の

活用や漁協青年部などとの交流を積極的に進め、地域で新規

就業者のサポートに努める。 

(2) ２漁協は、愛知県漁連、愛知県及び蒲郡市と協力して、漁

業者が研究活動の成果を報告する水産研究活動報告会や、藻

類貝類の増養殖に関する研修会等に、漁業者を参加させ、担

い手の知識向上に努める。 

(3) 漁船取得時の初期投資を低減するため、中核的漁業者は漁

船リース事業を活用し、漁業経営の効率化に取り組む。２漁

協は当事業の活用について指導する。 
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(4) 漁業者は、漁業近代化資金や競争力強化型機器等導入緊急

対策事業等を活用した機器導入や船底塗装対策事業を活用し

た漁船の適切なメンテナンスにより燃油使用量の削減に取り

組む。 

(5) 広域水産業再生委員会は中核的漁業者を選定、認定する。 

 

活用する支

援措置等 
・水産まつり委託料（蒲郡市）（Ⅲ-(1)） 

・漁業近代化資金（愛知県)（Ⅵ-(3)、(4)） 

・水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（Ⅵ-(3)、(4)） 

・競争力強化型機器等導入緊急対策事業（Ⅵ-(3)、(4)） 

・漁業生産力強化総合対策事業（愛知県)（Ⅳ-(1)） 

・経営体育成総合支援事業（Ⅴ-(1)、(2)） 

・蒲郡市新規漁業就業者支援事業（蒲郡市）（Ⅴ-(2)） 

 

３年目（令和７年度） 

取組内容 【Ⅰ．生産量を増やす取組】 

(1) 資源管理協定に基づき、休漁や操業期間制限に着実に取り

組む。 

(2) ガザミ及びナマコの種苗放流、漁獲された抱卵ガザミの保

護に取り組み、資源の維持増大を図る。 

(3) 前年の取組結果の評価に基づき協議会で決定した取組内容

によりアマモ場造成・保全に取り組む。 

(4) 豊川河口域で発生するアサリ稚貝の移植や、害敵生物の駆

除等漁場の適切な管理に取り組む。 

 

【Ⅱ．付加価値向上を図る取組】 

(1) 海水殺菌装置及びシルクアイス装置の実証船以外への導入

漁船を選定し、機器導入の計画を立てる。 

 

【Ⅲ．売り先・売り方を工夫する取組】 

(1) 竹島産アサリ、三河大島産アサリについて、イベント参加

やウェブ掲載等による PRに取り組み、蒲郡市のアサリと潮

干狩りの認知度向上を図る。 

(2) ２漁協は、ラグーナテンボスやホテル等の観光業者、地元

飲食店へ地魚の積極的な利用を働きかけ、販路拡大に取り組

む。 
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【Ⅳ．生産体制の強化・効率化】 

(1) ２漁協は、蒲郡地区の２つの製氷施設を適切に運用・管理

して給氷を確保する体制を維持し、漁業活動の効率化、操業

機会の確保、魚価向上による競争力の強化を図る。 

(2) 三谷漁協は経営状況を分析・把握し、経営改善を進める。

２漁協は合併に向けた認識、問題点を共有するため勉強会等

を開催する。 

 

【Ⅴ．担い手の確保】 

(1) ２漁協は、新規就業者に適切に支援制度の情報提供を行

い、生活環境のサポートや就労環境の改善を図る。 

(2) ２漁協は、経営体育成総合支援事業や蒲郡市新規漁業就業

者支援事業を活用し、積極的に新規就業者の定着を図る。  

 

【Ⅵ．担い手の育成】 

(1) ２漁協は、新規就業者の漁業技術の向上のため、漁業士の

活用や漁協青年部などとの交流を積極的に進め、地域で新規

就業者のサポートに努める。 

(2) ２漁協は、愛知県漁連、愛知県及び蒲郡市と協力して、漁

業者が研究活動の成果を報告する水産研究活動報告会や、藻

類貝類の増養殖に関する研修会等に、漁業者を参加させ、担

い手の知識向上に努める。 

(3) 漁船取得時の初期投資を低減するため、中核的漁業者は漁

船リース事業を活用し、漁業経営の効率化に取り組む。２漁

協は当事業の活用について指導する。 

(4) 漁業者は、漁業近代化資金や競争力強化型機器等導入緊急

対策事業等を活用した機器導入や船底塗装対策事業を活用し

た漁船の適切なメンテナンスにより燃油使用量の削減に取り

組む。 

(5) 広域水産業再生委員会は中核的漁業者を選定、認定する。 

 

活用する支

援措置等 
・水産まつり委託料（蒲郡市）（Ⅲ-(1)） 

・漁業近代化資金（愛知県)（Ⅵ-(3)、(4)） 

・水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（Ⅵ-(3)、(4)） 

・競争力強化型機器等導入緊急対策事業（Ⅵ-(3)、(4)） 
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・漁業生産力強化総合対策事業（愛知県)（Ⅳ-(1)） 

・経営体育成総合支援事業（Ⅴ-(1)、(2)） 

・蒲郡市新規漁業就業者支援事業（蒲郡市）（Ⅴ-(2)） 

 

４年目（令和８年度） 

取組内容 【Ⅰ．生産量を増やす取組】 

(1) 資源管理協定に基づき、休漁や操業期間制限に着実に取り

組み、当協定の評価検証、必要な見直しを行う。 

(2) ガザミ及びナマコの種苗放流、漁獲された抱卵ガザミの保

護に取り組み、資源の維持増大を図る。 

(3) 前年の取組結果の評価に基づき協議会で決定した取組内容

によりアマモ場造成・保全に取り組む。 

(4) 豊川河口域で発生するアサリ稚貝の移植や、害敵生物の駆

除等漁場の適切な管理に取り組む。 

 

【Ⅱ．付加価値向上を図る取組】 

(1) 沖合底びき網漁業者は選定漁船へ海水殺菌装置及びシルク

アイス装置を導入する。漁協は機器導入者のさらなる増加を

図る。 

 

【Ⅲ．売り先・売り方を工夫する取組】 

(1) 竹島産アサリ、三河大島産アサリについて、イベント参加

やウェブ掲載等による PRに取り組み、蒲郡市のアサリと潮

干狩りの認知度向上を図る。 

(2) ２漁協は、ラグーナテンボスやホテル等の観光業者、地元

飲食店へ地魚の利用を働きかけた結果を評価検証し、販路拡

大方法の改善策を検討する。 

 

【Ⅳ．生産体制の強化・効率化】 

(1) ２漁協は、蒲郡地区の２つの製氷施設を適切に運用・管理

して給氷を確保する体制を維持し、漁業活動の効率化、操業

機会の確保、魚価向上による競争力の強化を図る。 

(2) 三谷漁協は経営状況を分析・把握し、経営改善を進める。

２漁協は合併に向けた認識、問題点を共有するため勉強会等

を開催するとともに、合併計画の策定に向け協議の場を設け

策定に着手する。 
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【Ⅴ．担い手の確保】 

(1) ２漁協は、新規就業者に適切に支援制度の情報提供を行

い、生活環境のサポートや就労環境の改善を図る。 

(2) ２漁協は、経営体育成総合支援事業や蒲郡市新規漁業就業

者支援事業を活用し、積極的に新規就業者の定着を図る。  

 

【Ⅵ．担い手の育成】 

(1) ２漁協は、新規就業者の漁業技術の向上のため、漁業士の

活用や漁協青年部などとの交流を積極的に進め、地域で新規

就業者のサポートに努める。 

(2) ２漁協は、愛知県漁連、愛知県及び蒲郡市と協力して、漁

業者が研究活動の成果を報告する水産研究活動報告会や、藻

類貝類の増養殖に関する研修会等に、漁業者を参加させ、担

い手の知識向上に努める。 

(3) 漁船取得時の初期投資を低減するため、中核的漁業者は漁

船リース事業を活用し、漁業経営の効率化に取り組む。２漁

協は当事業の活用について指導する。 

(4) 漁業者は、漁業近代化資金や競争力強化型機器等導入緊急

対策事業等を活用した機器導入や船底塗装対策事業を活用し

た漁船の適切なメンテナンスにより燃油使用量の削減に取り

組む。 

(5) 広域水産業再生委員会は中核的漁業者を選定、認定する。 

 

活用する支

援措置等 
・水産まつり委託料（蒲郡市）（Ⅲ-(1)） 

・漁業近代化資金（愛知県)（Ⅵ-(3)、(4)） 

・水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（Ⅵ-(3)、(4)） 

・競争力強化型機器等導入緊急対策事業（Ⅵ-(3)、(4)） 

・漁業生産力強化総合対策事業（愛知県)（Ⅳ-(1)） 

・経営体育成総合支援事業（Ⅴ-(1)、(2)） 

・蒲郡市新規漁業就業者支援事業（蒲郡市）（Ⅴ-(2)） 

 

５年目（令和９年度） 

取組内容 【Ⅰ．生産量を増やす取組】 

(1) 評価検証、見直しを行った資源管理協定に基づき、休漁や

操業期間制限に着実に取り組む。 
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(2) ガザミ及びナマコの種苗放流、漁獲された抱卵ガザミの保

護に取り組み、資源の維持増大を図る。 

(3) 前年の取組結果の評価に基づき協議会で決定した取組内容

によりアマモ場造成・保全に取り組む。 

(4) 豊川河口域で発生するアサリ稚貝の移植や、害敵生物の駆

除等漁場の適切な管理に取り組む。 

 

【Ⅱ．付加価値向上を図る取組】 

(1) 沖合底びき網漁業者は選定漁船へ海水殺菌装置及びシルク

アイス装置の導入を進める。漁協は機器導入者のさらなる増

加を図る。 

 

【Ⅲ．売り先・売り方を工夫する取組】 

(1) 竹島産アサリ、三河大島産アサリについて、イベント参加

やウェブ掲載等による PRに取り組み、蒲郡市のアサリと潮

干狩りの認知度向上を図る。 

(2) ２漁協は、ラグーナテンボスやホテル等の観光業者、地元

飲食店へ地魚の利用を、前年の評価検証に基づき改善した方

法により働きかけ、販路拡大に取り組む。 

 

【Ⅳ．生産体制の強化・効率化】 

(1) ２漁協は、蒲郡地区の２つの製氷施設を適切に運用・管理

して給氷を確保する体制を維持し、漁業活動の効率化、操業

機会の確保、魚価向上による競争力の強化を図る。 

(2) 三谷漁協は経営状況を分析・把握し、経営改善を進める。

２漁協は合併に向けた認識、問題点を共有するため勉強会等

を開催するとともに、合併計画の策定に取り組む。 

 

【Ⅴ．担い手の確保】 

(1) ２漁協は、新規就業者に適切に支援制度の情報提供を行

い、生活環境のサポートや就労環境の改善を図る。 

(2) ２漁協は、経営体育成総合支援事業や蒲郡市新規漁業就業

者支援事業を活用し、積極的に新規就業者の定着を図る。  

 

【Ⅵ．担い手の育成】 

(1) ２漁協は、新規就業者の漁業技術の向上のため、漁業士の



14 
 

活用や漁協青年部などとの交流を積極的に進め、地域で新規

就業者のサポートに努める。 

(2) ２漁協は、愛知県漁連、愛知県及び蒲郡市と協力して、漁

業者が研究活動の成果を報告する水産研究活動報告会や、藻

類貝類の増養殖に関する研修会等に、漁業者を参加させ、担

い手の知識向上に努める。 

(3) 漁船取得時の初期投資を低減するため、中核的漁業者は漁

船リース事業を活用し、漁業経営の効率化に取り組む。２漁

協は当事業の活用について指導する。 

(4) 漁業者は、漁業近代化資金や競争力強化型機器等導入緊急

対策事業等を活用した機器導入や船底塗装対策事業を活用し

た漁船の適切なメンテナンスにより燃油使用量の削減に取り

組む。 

(5) 広域水産業再生委員会は中核的漁業者を選定、認定する。 

 

活用する支

援措置等 
・水産まつり委託料（蒲郡市）（Ⅲ-(1)） 

・漁業近代化資金（愛知県)（Ⅵ-(3)、(4)） 

・水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（Ⅵ-(3)、(4)） 

・競争力強化型機器等導入緊急対策事業（Ⅵ-(3)、(4)） 

・漁業生産力強化総合対策事業（愛知県)（Ⅳ-(1)） 

・経営体育成総合支援事業（Ⅴ-(1)、(2)） 

・蒲郡市新規漁業就業者支援事業（蒲郡市）（Ⅴ-(2)） 

 

（５）関係機関との連携 

取組の効果が十分発現できるよう、行政機関（愛知県農業水産局水産課、

愛知県東三河農林水産事務所水産課、蒲郡市）、研究機関（愛知県水産試験

場）、愛知県漁業協同組合連合会、東日本信用漁業協同組合連合会及び蒲郡市

漁場環境保全協議会などと連携を図り、取組を着実に実施する。 

 

（６）他産業との連携 

 蒲郡市は自然が豊かで農業や漁業が盛んである一方、温泉やレジャー施設

などを所有する県内有数の観光地である。特に、地元水産物を利用した料理

を提供している旅館や販売施設が多いことから、観光者数の増減と水産業の

盛衰は密接に関係している。 

そのため、再生委員会は地元観光協会や商工会といった関係機関と連携

し、地元産水産物の認知度やブランド力の向上、未利用魚・マイナー魚の有
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効活用方法や販売方法の検討を行っていく。 

 

４ 成果目標 

（１）成果目標の考え方 

・観光業等との連携により、地元水産物の認知度やブランド力の強化を図ると

ともに、浜プランの取組において、漁獲物の高鮮度化による付加価値向上を図

ることにより、単価の向上を目指すものであることから、市場平均単価（形原

市場、西浦市場、三谷市場の売上金額を取扱数量で除した金額）を成果目標と

する。 

・地域の漁業の指導的な役割を果たし、将来にわたり意欲的に漁業に従事しよ

うとする漁業者を「中核的漁業者」として、５か年累計で５人以上認定する。 

 

（２）成果目標 

市場平均単価 

基準年 404円／ｋｇ 

（蒲郡地区３市場（形原市場、西浦市場、三谷

市場）の売上金額の５中３年平均を取扱数量の

５中３年平均で除した加重平均） 

目標年 424円／ｋｇ（令和９年度） 

中核的漁業者数 
基準年 ５人（令和４年度までの認定者合計） 

目標年 10人（令和９年度までの認定者合計、５人増） 

 

（３）上記の算出方法及びその妥当性 

■市場平均単価 

・地域の主要漁業種類である沖合底びき網漁業、小型機船底びき網漁業、採貝

漁業について、蒲郡漁協（形原市場及び西浦市場）及び三谷漁協（三谷市場）

が把握している売上金額及び取扱数量を基に平均単価を算出した。基準値は平

成28年～令和２年の５年間の５中３平均とした。算出根拠は下の表のとおり。 

・地元水産物のブランド化や販路拡大の取組、高鮮度化設備の導入や鮮度保持

のための給氷施設の運用の連携により、単価の向上を見込めると判断した。 

・各基準年より１％ずつ上積みし、５年目に５％向上を目指すことを目標とし

た。 

 

市場平均単価の基準値算出根拠 

 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 5中3平均 
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形原 

市場 

金額 459,649 415,819 466,777 445,738 408,864  

数量 934.0 857.8 994.1 972.5 889.1  

西浦 

市場 

金額 634,230 549.914 588,716 576,128 507,826  

数量 1615.5 1554.4 1,653.8 1,603.6 1,543.0  

三谷 

市場 

金額 164,554 92,904 80,768 47,965 36,869  

数量 139.9 261.7 228.5 136.9 152.3  

合 計 金額 1,258,433 1,058,637 1,136,261 1,069,831 949,559 1,088,243 

数量 2,689.4 2,673.9 2,876.4 2,713.0 2,584.4 2,692.1 

平均単価 467.9 395.9 395.0 394.3 367.4 404.2  

単位：金額は千円、数量はｔ、単価は円／kg 

 

■中核的漁業者 

・令和５～令和９年度の間も、基準年（平成30～令和４年度）と同じく５名を

新たに認定することを目標数値として設定した。 

 

５ 関連施策 

 活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生広域プランとの関係性 

競争力強化型機器導入緊

急対策事業 

生産性の向上、省力・省コスト化に資する漁業用機

器等の導入支援 

水産業競争力強化漁船導

入緊急支援事業 

中核的漁業者へのリース方式による漁船の導入支援 

中古漁船等のリース 

経営体育成総合支援事業 漁業の担い手を確保・育成するため、就業希望者を

総合的に支援 

担い手確保・育成 

愛知県経営基盤強化支援

事業（愛知県） 

漁協の経営基盤の強化や組合合併等の組織再編を推

進する取組を支援 

漁業近代化資金 

（愛知県） 

漁業者等の資本装備の高度化及び経営の近代化を推

進するために必要な資金を長期かつ低利に融資 

漁業生産力強化総合対策

事業（愛知県） 

漁業・漁村の活性化に資する施設等の整備の支援 

共同利用施設等の整備・修繕等 

水産まつり委託料 

（蒲郡市） 

水産業の振興と魚食普及を目的に開催される水産ま

つりへの参画に対して支援 
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水産物地産地消事業委託

料（蒲郡市） 

地元の旬の魚の周知と魚料理の普及を図る取組に対

して支援 

蒲郡市新規漁業就業者支

援事業（蒲郡市） 

新規就業者の生活支援、家賃補助 

 

 

 


